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１０ 大学入学者選抜制度の変遷
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１ 国立大学法人法と準用通則法（読替え版）

（参考１）構造改革特別区域法第三十四条による読替え

（参考２）刑法改正に伴う関係法律整理法による改正

２ 国立大学法人法施行令

３ 国立大学法人法施行規則

４ 国立大学等の授業料その他の費用に関する省令

５ 国立大学法人評価委員会令

６ 独立行政法人等登記令（抄）

（大学教員任期法関係）

７ 大学の教員等の任期に関する法律（抄）

（参考）任期規則記載事項・公表方法省令
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８ 個人情報の保護に関する法律

９ 独立行政法人等の保有する個人情報の公開に関する法律（抄）

Ⅵ 参考リンク

〇国立大学法人に関する主要データ（国立大学協会）

〇文部科学省等の審議会情報

〇ｅ－Ｇｏｖ法令検索（総務省行政管理局）

〇ｅ－Ｓｔａｔ政府統計の総合窓口（総務省統計局、独立行政法人統計

センター）

〇大学ポートレート（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構大学ポー

トレートセンター）

８ 国立大学法人ガバナンスコード（令和 ）

９ 会長声明「新たな日常に向けて：国立大学の決意」（令和 ）

（令和 ）

１１ 「２０２４年度以降の国立大学の入学者選抜制度－国立大学協会の基本

方針－」（令和 ）

１２ 地域中核・特色ある研究大学の強みやその特色を伸ばすための取組

について（中間まとめ）概要（令和 ）

１３ 男女共同参画推進に係る活動

１４ 国際化推進に係る活動

Ⅲ 国立大学法人制度の概要

１ 国立大学法人の仕組み

（参考）国立大学法人法の「学長」と学校教育法の「学長」

２ 運営組織等

（参考）一法人二大学の場合

３ 目標・計画・評価

４ 人事給与システム

（参考１）国立大学法人における退職手当の通算関係

（参考２）クロスアポイントメント制度

５ 財務会計システム

（１）財務構造

（２）国立大学法人会計の仕組み

（３）運営費交付金の収益化方法及び予算・決算の仕組み

（４）第４期運営費交付金算定ルールの概要

（参考）運営費交付金の構成イメージ（前年度との比較）

６ 自律的な経営環境の確保・財源の多様化

７ 国立大学に対する寄附

８ 国立大学と損害保険
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（高等教育関係法令・制度の変遷）

１ 大学の目的・組織に関する規定（抄）

２ 高等教育関係法令・学校制度の変遷

３ 学位制度の変遷

４ 大学設置基準等の主な改正経緯

（国立大学の成立・発展）

５ 昭和 年 月 日現在の官立学校

６ 国立大学の変遷（新制国立大学発足後）

７ 大学院の整備

（大学入学資格・大学入試等）

８ 大学・大学院入学資格

（参考）入学資格の弾力化の経緯（主な事項）

９ 飛び入学・早期卒業（修了）

１０ 第４期中期目標期間へ向けた国立大学法人の在り方について 概要 
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１１ 単位互換・大学への編入学・修業年限の通算等

１２ 教育方法の多様化・弾力化

１３ 遠隔授業

１４ 国際連携教育課程制度

１５ 連携開設科目制度

（中教審等教育制度改革の動き）

１６ 主な中教審答申（概要）（平成 年～高等教育関係）

１７ 官邸主催の会議の提言等（平成 年～）と対応状況

１８ 国の教育振興計画（概要）

Ⅴ 国立大学法人法等

（国立大学法人法関係）

１ 国立大学法人法と準用通則法（読替え版）

（参考１）構造改革特別区域法第三十四条による読替え

（参考２）刑法改正に伴う関係法律整理法による改正

２ 国立大学法人法施行令

３ 国立大学法人法施行規則

４ 国立大学等の授業料その他の費用に関する省令

５ 国立大学法人評価委員会令

６ 独立行政法人等登記令（抄）

（大学教員任期法関係）

７ 大学の教員等の任期に関する法律（抄）

（参考）任期規則記載事項・公表方法省令

（個人情報保護法・独立行政法人等情報公開法）

８ 個人情報の保護に関する法律

９ 独立行政法人等の保有する個人情報の公開に関する法律（抄）

Ⅵ 参考リンク

〇国立大学法人に関する主要データ（国立大学協会）

〇文部科学省等の審議会情報

〇ｅ－Ｇｏｖ法令検索（総務省行政管理局）

〇ｅ－Ｓｔａｔ政府統計の総合窓口（総務省統計局、独立行政法人統計

センター）

〇大学ポートレート（独立行政法人大学改革支援・学位授与機構大学ポー

トレートセンター）

８ 国立大学法人ガバナンスコード（令和 ）

９ 会長声明「新たな日常に向けて：国立大学の決意」（令和 ）

（令和 ）

１１ 「２０２４年度以降の国立大学の入学者選抜制度－国立大学協会の基本

方針－」（令和 ）

１２ 地域中核・特色ある研究大学の強みやその特色を伸ばすための取組

について（中間まとめ）概要（令和 ）

１３ 男女共同参画推進に係る活動

１４ 国際化推進に係る活動

Ⅲ 国立大学法人制度の概要

１ 国立大学法人の仕組み

（参考）国立大学法人法の「学長」と学校教育法の「学長」

２ 運営組織等

（参考）一法人二大学の場合

３ 目標・計画・評価

４ 人事給与システム

（参考１）国立大学法人における退職手当の通算関係

（参考２）クロスアポイントメント制度

５ 財務会計システム

（１）財務構造

（２）国立大学法人会計の仕組み

（３）運営費交付金の収益化方法及び予算・決算の仕組み

（４）第４期運営費交付金算定ルールの概要

（参考）運営費交付金の構成イメージ（前年度との比較）

６ 自律的な経営環境の確保・財源の多様化

７ 国立大学に対する寄附

８ 国立大学と損害保険

Ⅳ 大学制度（変遷）の概要

（高等教育関係法令・制度の変遷）

１ 大学の目的・組織に関する規定（抄）

２ 高等教育関係法令・学校制度の変遷

３ 学位制度の変遷

４ 大学設置基準等の主な改正経緯

（国立大学の成立・発展）

５ 昭和 年 月 日現在の官立学校

６ 国立大学の変遷（新制国立大学発足後）

７ 大学院の整備

（大学入学資格・大学入試等）

８ 大学・大学院入学資格

（参考）入学資格の弾力化の経緯（主な事項）

９ 飛び入学・早期卒業（修了）

１０ 第４期中期目標期間へ向けた国立大学法人の在り方について 概要 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３３７

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５７
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